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　　　Seven　cases　of　the　radiation　induced　cancer　of　the　head　and　neck　who　had　previously　been

irradiated　for　benign　conditions　were　reported．　These　were　two　cases　of　the　hypopharynx，

two　cases　of　the　parotis，　two　cases　of　the　oral　cavity　and　one　case　of　the　lary且x．　The　primary

disorders　for　which　the　irradiation　was　given　were　four　cases　of　tuberculous　cervical　lymph・

adenitis　and　each　one　case　of　lymphangioma，　haemangioma　and　eczemai　The　meal　age　at

which　the　diagnosis　of　carcinoma　was　established　was　47．7　years，　with　a　range　from　22　to　70

years．　The　latent　period　distributed　betweeコ10　and　40　years，　with　the　average　of　21．Oyears．

The　estimated　radiation　doses　su丘icient　to　induce　cancer　of　the　deep　tissues　were　found　to　be

some　thousands　R　or　more，　the　lowest　irradiation　dose　being　1，000　to　3，000　rad．　There　was且o

close　correlation　between　the　latent　period　and　the　age　of　the　patient　at　tlユe　time　of　the

irradiation．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Received　for　publication；November　25，1980）
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頭頸部の放射線癌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳），咽頭120例（16～77歳，平均57．1歳），耳下腺85

　　　　　　　　1緒　言　　　　　例（12～77歳，・陶52．2歳），・腔内（辞除く）138

　人における放射線発癌機構に関しては現在もなお明　　例（21～98歳，平均58．6歳）で，放射線癌の占める割

らかにされたとは・・い難く，なお長期1il勺な症例の検索　合は喉頭癌・・34％，咽頭癌・・67％，耶腺癌1・18％，

と追跡が必要である。我々は，過去30年間に信州大学　　rl腔内癌1・46％であった・また咽頭を上咽頭と中゜下

放射繍授診した悪性鵬瀦の課力・ら，放射線　咽蜘・分けた鵬の症例数は52例と68例で，下1購の

1附野内に発生し，照射力源因と考えられる症例の検　放射線癌は2・94％をrt．iめた俵1）・鰍学的｝’　¢17

索を行った。本報告では，良性疾患に対する放射線治　　例中5例が扁平上皮癌で，粘表皮癌と腺癌が各1例

療が原因と考えられる，頭頸部癌7症例をまとめ検討　　（いずれも耳下腺癌）であった。

する。なお皮膚癌については別にまとめ，報告した1）。　　　照射の目的とされた基礎疾患は頸部の結核性リソバ

　　　　　　　∬　検索の方法と結果　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　1951年より1980年までの約30年間に，信州大学放射

翻で瀕破けた離鵬儲のうち，融敬射　　　羅，。
線照射の既往がある頭頸部のいわゆる放射線癌を検討　　　　　　　　践

した。放射線癌の判定基準はすでに第1報で述べたよ　　　　　　　　宮

うに，Goolden　2）らに準じたが，要約すれば，良性　　　　　　　　’g　20

疾患に対する初回の放射線治療から5年以上を経て後　　　　　　　　g

VC，照蠣障悪性鵬の発生をみた例轍轍癌と　　　§
した。潜伏期間は，放射線治療開始時から癌が確認さ　　　　　　　　　呂10

れた時期までとした。照射歴の詳細が明らかな2例を

除き，被曝線量は患者の記憶による推定線量である。　　　　　　　　　　o

o

o

o
O　o

o

0

繭部の放射線醗離例は，下n因囎耶鵬　　　　゜　認、　4°
口腔内癌各2例，喉頭癌1例，合計7例で・男性5例，　　　　　　　　　　when　irradiated

女性2例であった。同期間内の悪性腫瘍（悪性リンパ　　Fig，1．　Latent　period　according　to　age　in

腫を除く）患者数は，喉頭292例（25～95歳，平均55．8　　　　radiation　induced　head　and　neck　cancers．

Table　1．　Naturally　occurring　and　radiation　induced　malignancies　in　the　head　alユd

　　　　neck　region　excluding　malignant　lymphoma

Site

Larynx

Pharynx

　Epipharynx

　Meso－and
　hypopharynx＊
Parotis

Oral　cavity

　TotaI

Naturally　occurring　malignancies

Number　of　cases

1951－’60

50（44）

6（6）

3（3）

3（3）

20（15）

18（9）

1961－’70

96（92）

44（27）

18（10）

26（17）

35（21）

59（39）

1971－，80

146（136）

70（44）

31（21）

39（23）

30（22）

61（40）

Tota1

292（272）

120（77）

52（34）

68（43）

85（58）

138（88）

635（495）

Average

　age
（yrs）

55．8

57．1

50．9

61．8

52．　2

58．6

56．2

Radiation　cancers

Number
　of
cases

1

2

0

2

2

2

7

Percentage

0．34

1．67

0

2．94

1．18

1．45

　　Values　in　parentheses　indicate　number　of　males．

　　＊　The　palatille　tonsil　was　included　in　the　mesopharynx．
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清野・守量・小林

Table　2．　Clinical　cases　of　head　and　neck　cancer　following　radiatio且therapy

誌1撚蜘・Y：1「糠1
　　　・ndsex　c°nditi°n　t鵠1（・ad）

Secoエ1dary　ca且cer

Age　Latent
　of　　period　　　Site
onset（year）

Histologic

　type

1TS 28M Eczema 1939 Ra，　X－ray 52 24 Gingiva Epidermoid
Uncertain 　　　　，

モ≠窒モ撃獅盾高

2HA 36M Haemangioma 1951 X－ray 50 14 Hard 〃

11，660／3yrs palate

3HY 25F Tuberculous 1955 X－ray　5，000 35 10 Hypo一 〃

cervica1 一10，000／1yr pharynx
adenitis

4EM 36M 〃 1950 X－ray 56 20 Parotis Mucoepider一
Uncertail1 moid　carci一

norna
5GK 28M 〃 1952 X－ray 49 21 Hypo一 Epidermoid

Uncertain pharynx 　　　　oモ≠窒モ撃獅盾高

61Y 30M 〃 1938 X－ray　1，000 70 40 Larynx 〃

一3，000／10－15

times

7MK 4F Lymphangioma 1961 Tele」OCo 22 18 Parotis Adenocarci一
9，000／3yrs nonユa

節炎4例，血管腫，リンパ管腫，良性皮虜疾患各1例　　追跡調査で健在である。潜伏期間は，1953年の頬粘膜

で，5例は外部の施設で照射を受けている。1961年の　　潰瘍が癌であったとすれば14年，1963年の組織学的診

1例を除いて1955年以前に照射されており，照射時の　　断をとれば24年である。

年令は4歳から36歳（平均26．9歳），発癌時の年令は　　　症例2　H．A．，50歳男。10歳頃右鼻翼部の腫脹が

22歳から70歳（平均47．7歳）で，潜伏期は10年から40　　あり，血管腫と診断された。1951年4月（36歳）同部

年（平均21．0年）であった。照射線量の最低は頸部リ　の穿刺を受けた後，色素沈着，拍動を伴う腫脹が著明

ソバ節炎に対して1，000～3，000radを10～15回で照　　となり，10月より右頬部（鼻根，鼻翼部を含む），右

射した例，最高は頬部血管腫に対して11，　600radを　　上口唇部に対して130～160kVpX線で約12，000Rを

3年闇に照射した例であった。症例を表2にまとめて　　3年間で照射し，血管腫はほぼ消失した。その後1962

示した。照射線量が推定できた症例は4例のみであっ　　年右轟側部の康燗と鼻出血が観察され，さらに1965年

たため，線量と潜伏期との関係・発癌率等については　　12月上部歯肉部～硬口蓋部の疹痛を訴え，潰瘍を伴う

検討でぎなかった。また，照射時年令と潜伏期との間　　腫瘍が認められ，組織学的に扁平上皮癌であった。被

にも明らかな関係は認められなかった（図1）。　　　　照射部皮慮には魔欄と萎縮搬痕化が観察された（写真

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）。頬部照射開始より14年同の発癌と考えられ，線
　　　　　　　　皿症　例　　　　tsは、、，66。。。d／3年であ。た．患者は上顎（骨）の

　症例1　T．S．，52歳男。1939年（28歳）に側頬部　　手術と顎下リソパ節廓清術を2度にわたって受けたが，

毛瘡状湿疹に対してRa照射とX線照射をそれぞれ別　　下顎および頸部の再発があり，放射線治療も効なく8

の施設で受けたというが，線量はいずれも不明であ　　カ月後に死亡した。

る。1953年頬粘膜に潰瘍を形成して切除術とRa針に　　　症例3　H．　Y．，35歳女。1955年（25歳）に約1年

よる照射治療，翌年再発して同様な治療を受けている　　閲にわたって週1回平均で，主に右側頸部の結核性リ

が，やはり線量は不明である。1957年願部の腫瘤と下　　ンパ節炎に対してX線深部治療を受けた。1965年3月

顎の骨髄炎があり，腫瘤と下顎骨の一部の切除術，さ　　頃より嘆声が出現し，4月に下咽頭部より鶏卵大の腫

らに1963年歯肉部に小指頭大の極瘤を認め，組織学的　　瘤の摘出を受けた。組織学的には，肉芽組織中に癌細

に禰平上皮癌であった。下顎骨の一部を含めた切除術　　胞を散見するとのことであった。被照射部皮膚は全体

とTele」。Co術後照射4，000　radを行い，3年後の　　に搬痕化し、血管の拡張，痂皮が著明であった（写真
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頭頸部の放射線癌

鞭難　　　羅鞭　th　Ph・・…（・・P，1・f・）・P…一・ad・a・・…km

欝M
@　証　舞　　　　　　　　　　　　灘霧箋譲良轍縫　　　　　　changes　14　years　after　x－ray　treat一

2）。その後5月に喉頭部に腫瘤が出現し（扁平上皮　　　り咽頭部の異物感があり，翌年3月頃には嗅声と食物

癌），翌年5月に喉頭全摘術，さらに9月に下顎部腫　　もつかえるようになった。下咽頭前壁に大きく広がっ

瘤の摘出を受けている。照射より発癌まで10年，線量　　た扁平上皮癌で，両側頸部には過去の照射による色素

は1年間に5，000～10，000radと推定された。　　　　　沈着が広範囲に認められた（写真3）。腫瘤を含めた

　症例4　E．M．，56歳男。1950年（36歳）頃，左側　　下咽頭，喉頭の全摘術，および気管痩孔形成，頸部食

頸部結核1生リンパ節炎の診断で摘出術後X線照射を受　　　道再建術後，7，000rad照射した。3ヵ月後には再発

けたというが，詳細は不明である。1969年秋頃左耳下　　があり，再照射している。潜伏期は21年である。

部の腫瘤に気付いたが，大きさの著しい増大はなかっ　　　症例6　1．Y。，70歳男。1938年（30歳）頃頸部の

た。1973年8月摘出術を受け，組織学的に粘表皮癌で　　結核性リンパ節炎に対してX線照射を10～15回（週1

あった。術後放射線治療を行い，宿酔が強く1，800　　回）受け，その後切除したという。1945年頃に再摘出

radで中止したが，5年以上健在である。潜伏期間は　　術を受けている。1976年9月頃榎声と喀疾があったが

約20年と考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　薬剤の服用で軽快・1978年5月に同様な症状があり，

　症例5　G．K．，49歳男。1952年より翌年（28歳）　　左声帯縁に限局した扁平上皮癌と診断された。3，000

にかけて，頸部結核性リンパ節炎に対してX線治療を　　rad照射後切除術を行った。潜伏期は40年，線量は

受けた。週に1～2回でかなり大量の照射を受けたと　　1，000～3，000radと推定された。

いうことであるが，詳細は不明である。1973年末頃よ　　　症例7　M．K．，22歳女。1961年（4歳）に左頸部
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清野・守屋・小林

リンパ管腫の診断で，1964年までの約3年間に左頬部，　移動するという5）－8）。潜伏期間は咽頭癌25～29年，喉

下顎部から頸部にTele－60Coで合計約10，000Rの照　　頭癌19～24年，その他の頸部癌13～19年，全体として

射を受けた。1クールの治療は2，000Rあるいはそれ　　20～25年であり5）－9），当科症例もこの範囲に含まれ

以下の線量に抑えられている。頬部の腫脹は完全には　　る。この潜伏期間，特に咽頭癌のそれは白前且病や骨腫

1腿しないまま治療終了とされたが，197・年12肋経　瘍砒べてかなり長いとされ5）6），また当科における

過観察では左下顎骨の著明な萎縮が認められている　　皮虜癌の16．4年に比較しても長いといえる。照射時の

（渡辺ら3）参照）。その後1978年10月頃より左耳下部の　　年令が若いほど潜伏期問が長いという，皮膚癌におい

腫脹が糊となり，辞櫨瘤が認められた．翌年3　てみられた傾献，頭頸部癌について醐らかでなか

月Recklinghausen病と診断されたが，同年9月摘　　　った。

出された耳下腺で組織学的に腺癌であった。照射開始　　　照射線最：線蚤の推定ができなかった症例のうち2

時より18鰯の発癌と考えられ，線鍮よ最も多い雛　例は頸部リン・・鮫であるが，北嵐らによる往時のX

で9，700rad／3年であった。　　　　　　　　　　　　線治療線量の推定によると，当時は1・000Rから2・000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Rを越えないとしている11）。経験例での推定線量の最

　　　　　　　　N老　察　　　　低は頸部リソ櫛炎に対して・，…～3，…R照躯た

　X線深部治療以上の高＝ネルギー放射線治療の時代　　例であるが，文献的には千数百R，あるいは照射歴が

になって，放射線癌としては皮麿よりも深部組織，臓　　明らかな咽・喉頭癌での最低線量は4・000Rであった

器の発癌の報告が増加している。深部の発癌のうちで　　との報告がある6）8）。甲状腺を除く頸部癌の発生セこは

も頸部癌の報告は比較的多い。これは放射線治療の対　　かなり大きな被曝線量・数千radを必要とするよう

象とされた疾患の大多数が頸部であったことにもよる　　で4）5），癌の発生よりずっと以前に，あるいは現症と

と思われる．T・k・h・・hi　4）は悪性腫瘍，儲の統計学　して照射野内の皮膚や皮下組織，深部臓器に，重症の

的解析から，甲状腺癌およびその他の頸部癌と放射線　　放射線障害の徴候を示した症例が多いという5）7）。当

治療歴との関連性を明らかにしている。　　　　　　　　科での経験例7例のうち5例には，皮膚を含めて放射

　治療の対象となった原疾患：欧米では甲状腺に対し　　線変化が明らかであった（写真1－3参照）。統計学

て照射した例がぎわめて多いのと対照的に，本邦例で　　的には，照射線量に比例した発癌率の上昇4）12），ある

は頸部の結核性リソパ節炎が70％以上を占める5）－9）。　　いは，小児の胸腺肥大や頭部白癬に対する数百R照射

当科症例でも7例中4例がこれに該当する。　　　　　　後の頭頸部癌（脳・甲状腺，唾液腺など）の危険率上

　放射線癌の発生臓器と頻度：本邦においては，感受　　昇の報告があるが12）－15），数百Rと推定された個々の

性が高いとされる甲状腺癌の報告例が最も多く，次い　　症例については，放射線照射との因果関係を注意深く

で咽・喉頭癌，頸部食道癌等とされ，特に甲状腺・下　　検討する必要があろうと思われる。

咽頭に好発する傾向が指摘されている7）－10）。甲状腺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　「ま　と　め
癌の経験例がなかった点を除けば，当科の症例も咽・

喉頭癌が3例で最も多く，かつ耳下腺癌，口腔内癌も　　　良性疾患の放射線治療後に発生した頭頸部癌7例を

各2例あり，頭頸部の悪性腫瘍に占める放射線癌の割　　まとめ検討した。治療の目的とされた基礎疾患は結核

合は，いずれも1％前後であった。また上咽頭の放射　　性リソパ節炎が4例で最も多く，発生した癌は咽・喉

線癌がほとんどないのは，甲状腺やリンパ節炎に対す　　頭癌3例，耳下腺癌，口腔内癌各2例で，甲状腺癌は

る照射の場合，上咽頭部がその照射野内ta含まれる可　　なかった。判明した線量の最低は1，000～3，000　rad・

能性が少ないということで説明できると思われる。組　　ほかはすべて5，000　radを越えていた。発癌時の年令

織学的には甲状腺癌を別にすればほとんどが扁平上皮　　は22～70歳（平均47．7歳），潜伏期間は10～40年（平

癌である6）一’9）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　均21．O年）であった。

　発癌時の年令と潜伏期間：放射線癌症例の集計によ

れば，発癌時年令の平均は44～58歳（咽・喉頭癌，食　　　本論文の一部は，第38回日本医学放射線学会総会

道癌では52～58歳，その他の瀦～癌では40～47歳）で　（1979年3月・東京）において発表した・

あり，年令分布が自然発生癌よりもやや若い年令層に
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